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第１部 産学官連携と知的財産の創出・活用」  概 要 
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の対象研究者の一部（各機関 1,2 名程度）に対してインタビューを実施し事例分析を行った。 
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     独法：内閣府「独立行政法人の科学技術関係活動に関する調査」のデータより集計して作成。 























 図表３   共同研究・受託研究で重視する活動の変化
2003年













































（３）大学等発ベンチャー支援                                           
①大学等発ベンチャー設立数推移 
わが国における大学等発ベンチャーの各年設立数は、90 年代末から急激に増加したが、2004
年当時は 245 社が設立されたのをピークに、その後各年の設立数は減少し 2007 年では 131 社と







 図表４   ベンチャー支援で重視する活動の変化
2003年
























































（４） 知的財産の創出、管理活用                                         
① 発明届出件数と特許出願件数の全体的推移 
我が国における大学等及び独立行政法人の発明届出件数と特許出願件数（国内及び外国）の
推移と、比較のため米国及び英国における推移を、図表 5 に示す。 
わが国の大学等では、発明届出件数は 2005 年度まで、出願件数（国内及び外国）は 2006 年度























































注：年度の取り方は日米英で異なっている。日本の年度は 4 月から翌年 3 月まで、米国は各機関の会計年度（Fiscal Year）、 
英国では Academic Year の年度となっている。特に注記のない限り、年度の取り方は以下同じ。 
出典：日本の大学等：文部科学省「産学連携等実施状況調査」（平成 15-19 年度）のデータより、各年の機関別の調査結果を
集計して作成。 
日本の独立行政法人：内閣府「独立行政法人の科学技術関係活動に関する調査（平成 19 事業年度）」の P2-140 を基
に作成。 
米国：米国大学技術移転管理者協会(AUTM), “AUTM U.S. Licensing Activity Survey: FY2007”Survey Summary, P25, 
P28 を基に作成。 










                                                  
(注 ) 独立行政法人における発明届出件数については、既存の調査が実施されていないため、データを入手していない。 





















































 日本の大学等では、ライセンス件数は着実に増加している。ライセンスの収入額も 2007 年度に前
年度比でわずかながら減少しているものの、最近 5 年間では概ね増加傾向を示している。独立行
政法人は件数・収入額ともに着実に増加している。 
米国は件数、収入額ともＦＹ2003 から FY2006 まで増加傾向にあり、特に収入額がＦＹ2005 に増














































































図表７   ライセンス件数及び収入額の経年変化
出典：日本の大学等：文部科学省「産学連携等実施状況調査」（平成 16-19 年度）のデータより、各年の機関別の調査結果を集
計して作成。 
     米国：米国大学技術移転管理者協会(AUTM), “AUTM U.S. Licensing Activity Survey: FY2007” Survey Summary, P28
を基に、集計して作成。 
     英国：英国高等教育助成会議(HEFCE), “Higher education business and community interaction（HE-BCI） survey” の各
年の調査結果から機関別データの合計値を集計して作成。 
図表６   特許登録件数の経年変化
出典：日本の大学等：文部科学省「産学連携等実施状況調査」（平成 15-19 年度）のデータより、各年の機関別の調査結
果を集計して作成。データは国内及び外国の数値をあわせたものを採用した。 
     日本の独立行政法人：内閣府「独立行政法人の科学技術関係活動に関する調査（平成 19 事業年度）」の P2-141、
144 を基に作成。 
     米 国 ： 米 国 大 学 技 術 移 転 管 理 者 協 会 (AUTM) 、“ AUTM  Licensing Survey: FY2003～FY2005 ” 、“ AUTM  U.S. 
Licensing Activity Survey : FY2006”の各年のデータを基に作成。 

















































































































































注：  出願人に大学または独法を含む特許を計上。横軸は出願日の年度を表す。 
出典：公開特許公報のデータを用いて作成。 
図表９   特許の共同出願(但し JST を出願人に含む出願は除外)の推移 
概 要 
５．機関の運営体制と抱える課題、対応する取組                           
 






 図表１０   産学連携活動・知財活動のノウハウが活かされている／今後活かしていきたい活動
これまで
の実績















































































































図表１１   研究者による機関の体制に対する評価 




























①専門性を有する人材の育成や確保・活用に関する取組                         
・ 特許関係の調査業務への博士研究員や大学院生等の活用：  
幾つかの大学の知的財産を取り扱う部署では、大学院生や博士研究員を現場教育のため
に調査員として業務を担わせるほか、即戦力として活用している機関もあった。 










③イノベーションの効果的創出を目指した独自の取組                         
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１．背景                                                          
























２．産学官連携に関係する主な措置、支援制度等                                       
（１） 主な措置及び関連法令等 
知的財産活動やその他の産学官連携に関連する主な措置等及び関連する法令等について、














































¾ 承認 TLO の特許料等の軽減。 
【産業活力再生特別措置法の制定】






¾ 大 学 等 の研 究 者 及 び公 私 立 大 学 の設 置 者 に
対する特許料等の軽減（アカデミック・ディスカウ












¾ 大学等における知財の体制整備施策    














































































































第 1-1-2 図  産学官連携に関する政府の主な支援制度 
体制整備支援  96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 
大学知的財産本部整備事業              
(スーパー産学官連携本部整備)              
(国際的な産学官連携の推進体制整
備) 
             
産学官連携戦略展開事業              
 
地域・拠点支援  96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08
地域研究開発拠点支援事業                   
地域結集型共同研究事業              
地域コンソーシアム研究開発事業               
知的クラスター創成事業              
都市エリア産学官連携促進事業              
産業クラスター計画               
重点地域研究開発推進プログラム              
 
その他  96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08
産学官連携高度化促進事業              
大学発ベンチャー創出推進事業              
技術移転支援センター事業              
産業技術実用化開発助成事業               
大学発ベンチャー経営等支援事業               
















































助言を得た（委員名簿は巻末資料を参照）。委員会は 2008 年 9 月 9 日、12 月 25 日、2009 年 3
月 24 日の計 3 回開催し、毎回、総合科学技術会議議員（第 1 回及び第 2 回は薬師寺 泰蔵議













































































    あたっての意識
第３節 特に活発に産学連携活動を 























第２節 調査方法                                           
  








第 2-2-1 表  分析に用いるデータリスト 
国   日本   米国  英国  
機関  大学  高専  
大学共同利用
機関  
独立行政法人  大学／研究機関  大学／研究機関  




大 学 共 同 利 用
機関：4 
34 151 164 

















期間  2003-2007 年度  2003-2007
年度  
2004-2007 年度 2003-2006 年度  2003-2006 年度  
 共同研究  
件数  
○ ○   





(共同 /受託研究  
の合計) 
  
 共同研究  
受入額  
○ ○   












○ ○  ○※1 ○※6 
 特許出願  
件数  
○ ○ ○ ○※2 ○※7 
 特許登録  
件数  
○ ○  ○※3 ○※8 
 ライセンス 
件数  
○ ○ ○ ○※4 ○※9 
 ライセンス 
収入  
○ ○ ○ ○※5 ○※10 
 
注：出典元での定義は以下の通り。 
※1: Invention Disclosures Received ※6: Number of disclosures 
※2: Patent Filed ※7: Number of new patent applications filed (includes PCT applications) 
※3: Patent Issued ※8: Number of patents granted 
※4: Licenses & Options Executed ※9: License numbers 
※5: Licenses Income Received ※10: IP income 
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分析対象期間は、出願日が 2002 年度～2006 年度（2002 年 4 月 1 日～2007 年 3 月 31 日）と
し、第 2-2-2 表に示す方針で分析を行う。 
第 2-2-2 表  大学等の特許に関する調査分析方針 
分析目的  公開特許公報から抽出する項目  
－ 出願日  
共同出願の意識  出願人（氏名・住所） 
 発明者（氏名・住所） 
権利意識  審査請求  
 新規性喪失の例外の表示  
 優先権主張（国内・国外） 
海外出願の意識  国際出願番号  
 指定国  
技術動向  国際特許分類  
 テーマコード 
 






A) 過去 5 年間（2003 年度～2007 年度）の共同研究件数累計 
B) 過去 5 年間（2002 年度～2006 年度）の特許出願数累計 
C) 2007 年度末時点での各機関発ベンチャー設立数累計  
 
② 抽出の基準 
・ 第一段階として、A)過去 5 年間の共同研究件数累計が 20 件以上の機関のみを抽出した。 















②の基準に基づき国立大学（35 機関）、公立大学（2 機関）私立大学（20 機関）、独立行政法人
（3 機関）の計 60 機関を抽出した。次の表に、抽出した書面調査対象機関を示す。 
 
第 2-2-3 表  書面調査の対象 60 機関 
No カテゴリー 機関名  No カテゴリー 機関名  
1 国立大学  北海道大学  36 公立大学  首都大学東京  
2 〃 岩手大学  37 〃 大阪府立大学  
3 〃 東北大学  38 私立大学  北里大学  
4 〃 山形大学  39 〃 慶應義塾大学  
5 〃 筑波大学  40 〃 東海大学  
6 〃 群馬大学  41 〃 東京電機大学  
7 〃 東京大学  42 〃 東京理科大学  
8 〃 東京医科歯科大学  43 〃 日本大学  
9 〃 東京農工大学  44 〃 明治大学  
10 〃 東京工業大学  45 〃 早稲田大学  
11 〃 電気通信大学  46 〃 神奈川大学  
12 〃 横浜国立大学  47 〃 金沢工業大学  
13 〃 長岡技術科学大学  48 〃 名城大学  
14 〃 信州大学  49 〃 同志社大学  
15 〃 金沢大学  50 〃 立命館大学  
16 〃 福井大学  51 〃 関西大学  
17 〃 岐阜大学  52 〃 近畿大学  
18 〃 静岡大学  53 〃 関西学院大学  
19 〃 名古屋大学  54 〃 広島工業大学  
20 〃 名古屋工業大学  55 〃 高知工科大学  
21 〃 豊橋技術科学大学  56 〃 久留米大学  
22 〃 三重大学  57 〃 福岡大学  
23 〃 京都大学  58 独立行政法人 産業技術総合研究所  
24 〃 京都工芸繊維大学  59 〃 物質・材料研究機構  
25 〃 大阪大学  60 〃 理化学研究所  
26 〃 北陸先端科学技術大学院大
学  
   
27 〃 奈良先端科学技術大学院大
学  
   
28 〃 岡山大学     
29 〃 広島大学     
30 〃 山口大学     
31 〃 徳島大学     
32 〃 九州大学     
33 〃 九州工業大学     
34 〃 熊本大学     


























第 2-2-4 表 部門担当者向け書面調査項目の概要 
 テーマ 設問内容  
1 産学連携活動・知財活動で重視している活動  過去と現在の重点活動の違い 
  各活動間の結び付きに対する重要性の意識  
  担 当 部 署 の人 材 動 向 （過 去 と現 在 の重 点 業 務 の違
い、人材確保の方策） 
  特徴的な取組・成果  
2 知財活動の変化  過去と現在の発明届出・特許出願状況の違い 
  特許と共同研究の関係  
  特許出願と審査請求の関係  
  公的支援制度の活用状況  
  知財活動の定量的目標  
3 共同研究への取組  過去と現在の共同研究相手先の違い 
  形態の多様化に対する意識  
  具体的な取組み事例  
4 産学連携活動・知財活動の知見（ノウハウ）の活用  ノウハウ活用のための体制整備  
  ノウハウの活かされている活動  















第 2-2-5 表  研究者向け書面調査項目の概要 
 テーマ 設問内容  
1 基本情報  専門分野、職歴、実績  
2 産学連携活動の目的   
3 産学連携活動の特徴   
4 産学連携活動のパートナー選択基準・きっかけ パートナーに重視する点、きっかけ 
5 産学連携活動・知財活動のための支援体制  評価できる点／改善を要する点  
6 特許に関する取組  共同研究との関係、出願形態、ライセンシング 
7 産学連携活動の効果  内部に生まれた効果、外部への波及効果  





・部門担当者向け ： 2008 年 11 月 14 日～2008 年 12 月 1 日 
・研究者向け   ： 2008 年 11 月 14 日～2008 年 12 月 15 日 
 （ただし、調査票の回収は 2009 年 2 月 27 日までのものを受理した） 
 
④ 回収率 
・部門担当者向け ： 100%（回収 60 機関／全体 60 機関） 













第 2-2-6 表  ケーススタディ調査の対象 11 機関 
 機関名  機関種別  
1 北海道大学  国立大学  
2 岩手大学  〃 
3 群馬大学  〃 
4 東京医科歯科大学  〃 
5 静岡大学  〃 
6 名古屋工業大学  〃 
7 大阪大学  〃 
8 九州大学  〃 
9 慶應義塾大学  私立大学  
10 立命館大学  〃 










































2009 年 2 月 12 日～2009 年 2 月 25 日 























多く挙げられている。 このように、現在（2008 年 7 月当時）の全体的な傾向としては企業との連携
による研究、その中でも特に大型化や組織化を重視している機関が多いことがわかる。 
以前より取組が弱まっている活動については、「ベンチャー創出・成長支援」を 1 位に挙げる機関






































 注： 集計は、出典元の調査対象機関のうち本調査の書面調査対象機関データを対象とした。 
出典：科学技術政策研究所「平成２０年度大学等発ベンチャーの現状と産学連携の課題に関する調査」の結果より作成。 
第 3-1-1 図   産学連携活動の中での重点の変化 
（特に重視・強化している活動）               （以前より弱まっている活動） 
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る共同研究の件数及び受入額について、2003 年度から 2007 年度までの推移を示す。 
共同研究件数は、2004 年度から 2005 年度にかけて大幅に増加し、2005 年度から 2006 年度に
かけて一旦ほぼ横ばいになっているものの、2007 年度に再び増加に転じており、全般的には概ね
増加基調にあるものと考えられる。一方、受入額でみると、経年で堅調に増加している。 
また、独立行政法人についても、2005 年度から 2006 年度にかけて件数・受入額ともに大幅な増































































     独法：内閣府「独立行政法人の科学技術関係活動に関する調査」のデータより集計して作成。 








2007 年度でみると国立 35 大学で全数調査結果の約 9 割、私立 20 大学で約７割を占めていること
が示されるため、書面調査の対象機関の結果は全体的な傾向を代表しているものといえる。 
国立大学では、共同研究件数及び受入額とも期間中全体で増加傾向にあるが、特に共同研究
件数については、2004 年度から 2005 年度にかけての大幅な増加が見られ、これは国立大学法人
化が大きな契機になったものと推察される。 


















































































注： 全体は、5 年累計で 1 件以上の実績を有する大学のみを加算。 
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」のデータより集計して作成。 
第 3-1-4 図   私立大学の共同研究件数と受入額の推移 
注： 全体は、5 年累計で 1 件以上の実績を有する大学のみを加算。 
出典：文部科学省「産学連携等実施状況調査」のデータより集計して作成。 
第 3-1-3 図   国立大学の共同研究件数と受入額の推移 
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次の図に、機関向け書面調査における、共同研究・受託研究関係で 5 年前（2003 年当時）に重
























































第 3-1-5 図   共同研究・受託研究で重視する活動の変化 



















































                                                  































全件数の半数以上となっている機関は、57 機関中 7 機関にとどまる（注）。 
また、複数機関参加型のコンソーシアム型、包括的・組織的な連携については、非常に重視して






































                                                  
（注） 文部科学省「産学連携等実施状況調査」（2007 年度）のデータより 

























着実に増加し、2007 年度末には 1775 社となった。ただし、各年度の設立数は 1999 年度からの急
激な増加傾向が 2004 年度の 245 件をピークに減少傾向となり、2007 年度の設立数は 131 件とピ
ーク時の半数程度になっている。 
なお、書面調査対象機関 60 機関分の 2007 年度末時点の大学等発ベンチャー設立数は 1340
件であり、機関全数での件数の約 7 割を占めている（注）。 
 
94 147 165




















                                                  
（注） 科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」(2008 年 8 月)の結果から作成 
注： 設立年度は 4 月～翌年 3 月までを１年度とした。設立年が不明な 7 社は 2007 年度の設立累計に加えている。 
出典：科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの現状と課題に関する調査」(2008 年 8 月)の結果から作成。 






 (2) ベンチャー支援で重視する活動の変化 
次の図に、機関向けの書面調査における、ベンチャー創出・支援関係で 5 年前（2003 年）に重





 第 3-1-9 図   ベンチャー支援で重視する活動の変化
2003年


















































４. 産学連携関係の教育・研究のうち重視する活動                              
次の図に、機関向けの書面調査における、産学連携等関係の教育・研究・その他で 5 年前






 第 3-1-10 図 産学連携・知財活動関係の教育・研究で重視する活動の変化 
2003年








































































から 2007 年度までの推移と、比較のため米国及び英国における推移を示す。 
国内の大学等では、発明届出件数は 2005 年度まで、国内の出願件数は 2006 年度まで、概ね
順調な増加傾向を示しており、特に出願件数については 2003 年度から 2005 年度にかけて飛躍的
に伸びている。ただし、2006 年度から 2007 年度にかけては発明届出・出願ともにほぼ横ばいとなっ
ている。これは、全般的には、大学等における知財意識の啓発により、知財活動がほぼ定常化した
ものと推察される。 
外国出願の件数は、2003 年度から 2007 年度にかけて順調に増加傾向にある。また一つの発明
届出を基に国内だけでなく外国（複数国）に出願されている場合もあると考えられる。 
独立行政法人では、国内出願及び外国出願の件数はほぼ横ばいを維持している(注)。 











                                                  






































































































     日 本 の独 立 行 政 法 人 ：内 閣 府 「独 立 行 政 法 人 の科 学 技 術 関 係 活 動 に関 する調 査 （平 成 19 事 業 年 度 ）」の
P2-140 を基に作成。 
     米 国 ： 米 国 大 学 技 術 移 転 管 理 者 協 会 (AUTM), “AUTM U.S. Licensing Activity Survey: FY2007”  Survey 
Summary P25, P28 を基に作成。 
     英 国 ：英 国 高 等 教 育 助 成 会 議 (HEFCE), “Higher education business and community interaction（HE-BCI） 
survey”のうち、次のように各年の調査結果から機関別データの合計値を集計して作成。 














る。特許出願件数（国内＋外国）（全体 79 機関）については、2005 年度まで急激に増加しており、
その後も増加傾向にある。 
公立大学では、発明届出（全体 36 機関）は 2005 年度まで顕著に増加し、その後横ばいとなっ
ている。一方、特許出願（国内＋外国）（全体 28 機関）は、2003 年度から 2007 年度まで緩やかに
増加している。 
私立大学では、発明届出（全体 138 機関）は 2005 年度まで顕著に増加を続け、それ以降減少
傾向にある。特許出願（国内＋外国）（全体 140 機関）は 2005 年度まで顕著に増加しているが、




































































































































第 3-2-2 図   大学における発明届出件数と特許出願件数の推移 
注： 全体は、5 年累計で 1 件以上の実績を有する大学のみを加算。特許出願件数は国内出願のみ、国内出願と外国
出願を合算した件数それぞれをグラフにした。 







次の図に、日本の大学等の特許登録件数（国内及び外国）の 2004 年度から 2007 年度までの
推移と、比較のため米国及び英国における推移を示す。 
日本の大学等では、2004 年度以降順調な増加傾向を示している。 



























































国立大学では 2005 年度以降、私立大学では 2004 年度以降顕著な増加を見せている。また公
立大学では全体としては増加基調にある。 
なお、書面調査対象の機関のデータを全数的な調査の集計結果と比較すると、2007 年度で国
第 3-2-3 図   特許登録件数の経年変化
注：「国内大学等」とは日本の大学、高等専門学校、大学共同利用機関を指す。 




     米 国 ：米 国 大 学 技 術 移 転 管 理 者 協 会 (AUTM), “AUTM U.S. Licensing Activity Survey: FY2007”  Survey 
Summary, P28 を基に作成。 
     英国：英国高等教育助成会議(HEFCE), “Higher education business and community interaction （HE-BCI）
survey” のうち、次のように各年の調査結果から機関別データの合計値を集計して作成。 



















































前年度比でわずかながら減少しているものの、最近 5 年間では概ね増加傾向を示している。 
一方、独立行政法人は件数・収入額ともに順調に増加している。 
米国ではライセンス件数はＦＹ2003 から FY2006 まで微増している。また、ライセンス収入額は
FY2004 から FY2005 にかけて特に増加している。英国は 2004-05 以降ライセンス件数が増加して












第 3-2-4 図   大学における特許登録件数の推移



































































































第 3-2-5 図   ライセンス件数及び収入額の経年変化
注 1：  各出典における「ライセンス」の統計上の定義は、下記の通り。 
     日本：特許権に基づくもののみを出典から抽出。 
     米国：出典に記されている定義原文を示す。 “License Income Received includes: license issue fees, payments 
under options, annual minimums, running royalties, termination payments, the amount of equity received when 
cashed-in, and software and biological material end-user license fees equal to $1,000 or more, but not research 
funding, patent expense reimbursement, a valuation of equity not cashed-in, software and biological material 
end-user license fees less than $1,000, or trademark licensing royalties from university insignia. License 
income also does not include income received in support of the cost to make and transfer materials under 
material transfer agreements.”  
ラ イ セ ンス 件 数 は AUTM の 各 年 調 査 の Summary の 図 表 か ら、“ Licenses and Option Executed by U.S. 
Respondents : Type of Licensee Company”の値とした。また、ライセンス収入は U.S. Universities と U.S. Hospitals 
& Research Institutes のデータの合計値とした。 
     英国：出典では“IP income” あるいは“IP revenue (IPR)”と表記しており、Patent, Copyright, Design registration, 







     日 本 の独 立 行 政 法 人 ：内 閣 府 「独 立 行 政 法 人 の科 学 技 術 関 係 活 動 に関 する調 査 （平 成 19 事 業 年 度 ）」の
P2-141、144 を基に作成。 
     米 国 ：米 国 大 学 技 術 移 転 管 理 者 協 会 (AUTM), “AUTM Licensing Survey: FY2003～FY2005”、“AUTM U.S. 
Licensing Activity Survey: FY2006”の各年のデータを基に作成。 
     英 国 ：英 国 高 等 教 育 助 成 会 議 (HEFCE), “Higher education business and community interaction（HE-BCI）
survey”のうち、次のように各年の調査結果から機関別データの合計値を集計して作成。 








学に比べて著しく少なく、それぞれ 1/10、1/3 程度であった。 
なお、書面調査対象の機関のデータを全数的な調査の集計結果と比較すると、2007 年度で国




























































第 3-2-6 図   大学における特許のライセンス件数の推移
















次の図に、機関に対する書面調査において知的財産関係で 5 年前（2003 年）に重視していた活
























































第 3-2-7 図   知財管理等で重視する活動の変化
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注：  出願人に大学または独法を含む特許を計上。横軸は出願日の年度を表す。 
     PCT 出願については、2006 年度が 0 であるが、データ収集時点（2008 年 10 月頃）にお
いて当該年度の発生分が公開特許公報に訴求・反映されていないものと思われる。 
出典：公開特許公報のデータを用いて作成。 






年と現在（2008 年 11 月時点）で負担割合の最も多い者に関する回答の集計結果を示す。 
負担割合の最も多い者は、2004 年当時も現在も科学技術振興機構（JST）とする機関が最も多く
現在では半数にのぼる。次に共同出願の相手先（TLO 等を除く）が続く一方で、知財部門の経費














































共願件数の推移では、国立大学では 2005 年度まで著しく増加するが、2005 年度から 2006 年
度にかけては微増であった。公立大学は 2005 年度に大幅に増加した。私立大学は 2005 年度まで
顕著に増加し 2006 年度にかけて減少した。独立行政法人はほぼ一定である。一方、全出願件数
































































































注：  出願人に大学または独法を含む特許を計上。横軸は出願日の年度を表す。 
出典：公開特許公報のデータを用いて作成。 
第 3-2-10 図   特許の共同出願(但し JST を出願人に含む出願は除外)の推移 
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② 共同出願の相手先 













































































第 3-2-12 図   特許の共同出願に関する研究者の認識











































































































第 3-2-14 図   特許のライセンスに関する研究者の認識































2004 年当時は、発明届出のうちの 80%以上を特許出願していた大学等は 6 割程度だったが、現
在は 5 割以下に減っており、一方、50％台、60％台、70％台まで絞り込んでいる機関数はそれぞれ



























































第 3-2-18 図   発明届出から特許出願に至った数の割合の変化 
第 3-2-17 図   発明届出件数の増減と特許絞り込みに対する意識の関係 
第 3-2-16 図   特許出願の絞り込みに対する意識
(2004 年当時との比較) 







































４. 特許に対する権利意識の推移                                        
ここでは、特許に対する明確な権利意識の醸成の状況に関して、その類推指標として特許出願
に係る 2 つの規定、発明の新規性喪失の例外規定（特許法第 30 条）の適用と、国内優先権（特許
法第 41 条）の主張に着目して分析を行った。 
 
（１） 発明の新規性喪失の例外規定（特許法第 30 条）の適用 





















































第 3-2-20 図   特許出願に際しての特許法 30 条適用申請件数の推移 
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（２） 国内優先権（特許法第 41 条）の主張 


































































































特に 4B が 2004 年度を境に増加から減少に転じている。 
 
 
                                                  







































































































































注：  書面調査を実施した機関（国立 35 大学、公立 2 大学、私立 20 大学、独法 3 機関）を対象。 
     共願特許は、JST のみとの共願特許を含まない。 
     単願特許は、JST との共願を含む。 
     IPC は下記のような名称で定義されている 8 種類の「セクション」で分類されている。 
     A:生活必需品／B:処理操作；運輸／C:化学；冶金／D:繊維；紙／E:固定構造物／F:機械工学；照明；加
熱；武器；爆破／G:物理学／H:電気 
     各セクションに属する具体的な技術の説明については、 
          http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/kokusai_t/pdf/ipc8wk/ipc8_b_sec.pdf  





































































































注：  書面調査を実施した機関（国立 35 大学、公立 2 大学、私立 20 大学、独法 3 機関）を対象。 
     共願特許は、JST のみとの共願特許を含まない。 
     単願特許は、JST との共願を含む。 
     F タームは、「テーマコード」と呼ばれる技術分類記号が定義され、その大分類として 41 種類の「テーマグ
ループ」があり、上図は各機関においてその上位 10 位までの割合を占めるテーマグループのみ表示。各テ
ーマグループには、以下に示すような技術要素が属している。 
     2G:調査、試験、分析など／4B:食品、遺伝子、微生物など／4C:医学、化合物など／4D:化学的処理など
／4G:セラミック、触媒など／4H:燃料、組成物など／4J:高分子化合物／4K:金属／5B:IT 関連／5F:半導
体関連／5H:電池、;制御系など 
     各テーマグループに属する具体的な技術の説明については、 
          http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/themecode.htm 


















































第 3-2-23 図   F ターム（テーマグループ）別にみる特許出願数の動向（上位 10 種） 
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とても重要である やや重要である 普通 あまり重要ではない 全く重要ではない わからない
各活動の体系的結び付きを重視している活動




































































































































（共同研究から特許へ）                   （特許から共同研究へ） 
第 3-3-3 図   共同研究から特許へ／特許から共同研究へつながった経験（研究者側の認識） 














全体人数については、10 人以上 20 人未満の体制の機関が 20 機関と最も多く、また 10 人未満




関も 2 割程度の 12 機関存在する。その一方で、民間からの登用のない機関も 10 機関存在し、こ



















































第 4-1-1 図   産学官連携担当部署の人員状況
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２．特に増員した業務                                                 
 ここでは、機関の担当部署内でどのように人員の増強をしてきたか、今後どのように増強したいと
考えているか、について述べる。 
 次の図に、機関向けの書面調査における、機関内で 2003 年当時に比べ特に増員している業務、
今後増員していきたいと考える業務に関する回答の集計結果を示す。 
2003 年当時と比較すると、半数の機関が渉外・コーディネート業務を特に増員しており、次に知





























































「専任ポストの増員」の意向を 1 位に挙げた機関が 22 機関と最も多い。3 位までの意向をみると、
他に「民間からの有能な人材の雇用」が多くの機関で重視されている。また、「機関内の研究者、教
職員等のスキルアップ」や「人材派遣に係る国や JST 等の制度の活用」を重視する機関も多い。 
 





























9 （OJT による職員教育）2、3 年で職員が人事異動するため、それにも耐えられるような OJT 等によ
る教育システムを作っている。他部門に異動するとしても、学内に“産学連携シンパ”が広がって
浸透していくことを期待している。 

































































第３節 体制全般                                        
 
















































































第 4-3-2 図   産学連携活動・知財活動のノウハウが活かされている／今後活かしていきたい活動

















２．機関の体制について研究者側から評価できる点と改善の必要を感じる点                      
 ここでは、機関の産学連携活動・知財活動のための支援体制の状況について、研究者側から見
てどのような点が評価でき、どのような点が改善の必要を感じるか、という観点から述べる。 
                                       











































































第 4-3-3 図   研究者が機関の体制につい
て評価できる点 




















































































































































































○ 知財部／TLO の最適化に向けた連携策の再構築。 














































































































とからも、これらの増加は重要（他 2 件） 



















































































































































































代後半～30 歳代後半の 15 名（うち、女性 3 名）となっている。 




























































































































ーションを向上させ、優秀な人材を根付かせるという取組を行っている。2008 年 6 月には、新た
に「助教」の教員ポストを 2 名分確保し、事務職で入った職員にそのポストを付与している。1 人










¾  県内 20 の大学、高等専門学校等の機関で連携（岩手大学） 
 














2008 年 7 月からは、文部科学省の産学官連携戦略展開事業（戦略展開プログラム）を足がか

































2008 年 7 月より産学連携に関する経歴、実績、進め方の方針等が異なる大学が集まり、産
学連携の活発化による地域振興に取り組むと同時に、学術研究も相互に連携しながら向上さ
せていくことを目的として、岩手大学を含め 8 校からなる「北東・地域大学コンソーシアム

















に参加している。現時点(2009 年 2 月)のところ、まだ大学という機関に限定しているが、将来的に
は地域の公設試験研究機関や知財部門の単独での保有が難しい中小企業等に対して、東海
iNET の中でサポートすることができる体制の整備を目指している。 




















¾  他県にまたがる 4 つの国立大学で連携（群馬大学） 
 




群馬大学は埼玉大学との連名で、大学知的財産本部整備事業に応募し、2003 年の 7 月に
採択されている。両大学の連携は、それを契機に深まると共に、茨城大学、宇都宮大学を含め
た 4 大学で相乗効果を発揮させる活動も進め、2006 年 3 月には、4 大学大学院連携協議会が
発足して、共同大学院設置検討部会、連携事業検討部会、産学官連携・知的財産 WG(ワーキ
ンググループ)、分析機器相互利用 WG 等がはじまった。 
また、2006 年度、関東経済産業局の支援を基に、首都圏北部地域の産学官連携を幅広く進





結成し、さいたま市（2007 年 10 月）と桐生市（2008 年 1 月）で新技術移転説明会を行った。この









また 4 大学は個別にシーズ集を作成しているが、2008 年 3 月には、4 大学が所有する「知」を
横断的に見て分かる形で今後の共同研究、産学連携の入口になるものとして紹介するための研
究シーズ集（4ｕ：フォー・ユー）を発刊した。 
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国立大学では初めて共同研究講座及び共同研究部門制度に関する規定を 2006 年 3 月に制定

































共同研究講座制度によって、制度導入の初年度の 2006 年度には 3 社の講座を設置し、共同
研究費の総額は 8,100 万円であった。2008 年 10 月時点では、共同研究講座は 18 講座に増加
している。共同研究講座は、共同研究期間が複数年に及ぶ契約を原則とし、企業は 3 年の共同



























プロジェクト研究所を設置することを決め、その設置規定を 2004 年 11 月に制定している。その設
置の要件としては、①学際プロジェクト研究を実施するもの、②産学官連携に資する研究を推進



































件を大学自らの手で出願しており、2004 年 4 月よりコア出願方式と称する大学独自の特許出願
方法を推進している（2005 年度の国内出願件数 137 件のうち 60 件（44%）をコア出願方式により








願したもののうち 1 年以内に企業パートナーが見つかる割合は、約 25～30%）。補強出願に至ら
ない特許については、発明者への返却や公知化等の適切な処置を取ることとしている。 
















また、これまでは特許出願前に学会発表等が行われ、特許法第 30 条第 1 項（新規性喪失の
例外）を適用し、出願する場合もあったが、コア出願方式の採用により発表前に出願を完了でき
るので、新規性喪失の例外規定を受ける件数が減少している。 
名古屋工業大学では、年間約 150 件程度の国内特許出願を行っており、そのうち約 90 件は
企業との共同研究により創出された発明である。企業との共同研究に基づく特許出願について
は、全て明細書作成の初期段階から弁理士に業務委託している。また企業との共同研究に基
づかない約 60 件の特許出願のうち 10 数件についても、知的クラスター創成事業等で弁理士等
に依頼する出願費用を計上している。弁理士等に依頼する出願費用は 1 件あたり 40 万円程度
































第 5-2-5 表  定量的評価法（大阪大学）の評価項目（特許性・権利の強さ） 










特 許 性 ・権 利
の強さ 
当該分野の技術革新速度 遅い／中程度／速い 
出典：松本和久「大阪大学が発明承継基準を改定 大阪大学」,『産学官連携ジャーナル』, Vol.4 No.2 , 2008 年 2 月号 
 





医薬 7 年以内／7～15 年／15 年以降 実施時期 
上記以外 5 年以内／5～10 年／10 年以降 
実用化に至る課題 小／中／大 
市 場 性 ・活 用
発展性 
公共性 大／中／小 







第 5-2-7 表  定量的評価法（大阪大学）の発明評価基準の例（市場性・活用発展性） 
 点数 基準 
大 P1 特許費用を大幅に上回る実施料収入が期待できる
発明。概ね総特許収入 5000 万円以上 
中 P2 特許費用を大幅に上回る実施料収入が期待できる
発明。概ね総特許収入 1000 万円以上 








境 改 善 等 の面 で、多 大 なる貢 献 が見 込 める発 明
（例：環境破壊防止、広域疾病流行予防等） 
中 Q 2 人類の安全・健康の維持・向上及び広域地域の環
境改善に寄与する発明 
公 共 性 （ 該 当 す
る 場 合 の み 加
点） 
小 Q 3 人類の安全・健康の維持・向上、環境改善とは殆ど
無縁の発明 
出典：松本和久「大阪大学が発明承継基準を改定 大阪大学」,『産学官連携ジャーナル』, Vol.4 No.2 , 2008 年 2 月号 
 
上記の第 5-2-5 表～第 5-2-7 表の各評価項目において該当するランクを選択して、評点し、
「特許性・権利の強さ」と「市場性・活用発展性」の各々の合計点を算出している。 
さらに新基準による評価では、2 次元の評価軸を設け、横軸に特許性（権利）の強さ、縦軸に





来ない」、「収入が極めて少ない」という 4 つの場合は評価点にかかわらず非継承としている。 
 































































ファンド創設までの経緯は次のような流れとなっている。2004 年 12 月、野依理事長をはじめと
する 13 名の役職員の出資による 2,600 万円の基金に基づいて「有限責任中間法人理研支援基

































第 1 段階： 知財創出・強化計画の提案 
理化学研究所の研究者が「特許の創出」や「発明の強化」を目指す研究計画を募
集し、研究投資会社に提案。 
第 2 段階：360ip との共同で上記計画のブラッシュアップ 
目標、予算、期間、マイルストーン、評価方法、プロジェクト管理、得られる成果の
取扱（公表時期や方法等）を検討し、計画をブラッシュアップ。 






第 4 段階：特許（群）出願 
得られる知的財産は、原則、理化学研究所が所有。360ip は、知的財産の導出（ラ
イセンス交渉やベンチャー起業）に関する優先権を保有。 







能とするスキームを構築している。その結果、慶應義塾大学では 2009 年 2 月までにベンチャー
企業を中心に 14 社のエクイティを所有している。 

























2003 年 11 月には、本資金の第一号としてバイオベンチャーのヒューマン・メタボローム・テクノ























（いずれも、2003 年度～2007 年度の累積） 
を取り上げ、各指標間での関係を見た上で、各指標と研究者の専門分野との関連性を分析する。 
 





































































注：  相関係数について、*は p<0.05 で有意、**は p<0.01 で有意。 
     各指標の 1 人当たり平均件数（2003～2007 年度の累積）は以下の通り。 
     論文＝37.9、共同研究＝9.9、特許＝14.8 
第 6-1-1 図   研究者のアカデミックな活動と産学連携・知財活動との相関 
90
２．専門分野別での研究者の活動指標                                      
次に、論文数、共同研究数、発明特許件数の各指標について研究者の専門分野別（科学技術














































































ライフサイエンス 206 0.330** 0.228** 0.627** 
情報通信  103 0.500** 0.239** 0.172** 
環境  94 0.090 0.130 0.105 
ナノテク・材料  174 0.364** 0.325** 0.094 
エネルギー 81 0.547** 0.500** 0.481** 
製造技術・ものづくり技術  156 0.453** 0.185* 0.083 
 
注：  相関係数について、*は p<0.05 で有意、**は p<0.01 で有意。 
     各分野の研究者数（重複選択有）は以下の通り。 
     ライフサイエンス＝206、情報通信＝103、環境＝94、ナノテクノロジー・材料＝174、エネルギー＝81、 
     製造技術＝156、社会基盤＝36、フロンティア＝13、その他＝18 
第 6-1-3 表   各分野別の研究者のアカデミックな活動と産学連携活動の相関 
注：  各分野の研究者数（重複選択有）は以下の通り。 
     ライフサイエンス＝206、情報通信＝103、環境＝94、ナノテクノロジー・材料＝174、エネルギー＝81、 


































































第 6-2-2 図   産学連携活動のきっかけとなる機会



















































第 6-2-3 図   産学連携活動のパートナー選択で重視する点 
94
(N=466)























































第 6-2-5 図   産学連携活動による外部的な効果






















































































































                                                  
（注）論文発表件数（2003 年～07 年度累積）が平均以上の研究者も抽出し、比較分析を試みたが、特徴的な結果
は得られなかった。 












































３．特許と共同研究のつながり                                          
特許に係る活動と共同研究活動の関係を研究者特性により比較したものを、次の図に示す。共
同研究数と特許出願数が平均以上の研究者は全て、共同研究から新たな特許出願の経験があり、
9 割以上の研究者はその経験が多々ある。一方、それ以外の研究者でも 9 割弱が共同研究が特
許出願に発展した経験を有するが、その経験が多々あるのは 5 割に満たない。 
また、自らが関係する特許出願の情報から共同研究への発展については、平均以上の研究者
で 9 割近くが発展した経験を持つ。一方、それ以外の研究者では、発展した経験を有する研究者







































































少なくなり、その分所属機関と企業等との共同出願の割合が 6 割強と大きくなっている。 





















































































































































































































































・ 毎年学生 5,6 人に研究指導しているが、企業で研究することの魅力と同時に、それを支える基
礎研究も大事だと理解してくれていると自負している。産学連携では、学生をメンバーリストには
入れていないし、表にでることはないが、差しさわりの無い範囲では、学生を絡ませる事もある。 























学生には月 5 万円ほどを支払うこともある。 
 
 
































































































































































































































































































・ 現在、異分野融合のプロジェクトをしているが、これは 10 年から 20 年後の社会の国家的課
題を見据えて進めており、求められる成果は基礎から実用化まで幅広いことを特徴としてい



















・ 企業と 1 対 1 で行なうケースと、コンソーシアム型のような複数のパートナーと行なうケースの













































































































・ 研究室では学生の国際交流を進めており、共同研究をしている海外の研究所に 2 ヶ月間

































































 第 7-2-1 図  産学連携活動で研究者が認識している問題点 
(N=486)

























２．研究者の認識する具体的な課題                                                    
 ここでは、研究者向けの書面調査における記述式の回答を観点別に整理し、その傾向について
述べる。ただし、類似の内容の回答があったものについては、代表的なもののみ取り上げている。 




                                                  






































































































































































































































































中規模大学、ライフサイエンス分野）       



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                  























































































































































































































































































































































































































 しかしながら、最近の産学連携支援の資金を得ようとすると 2 年程の短期が主であり、5 年の中期





































































































































































































































大川：okawa.riichiro@jri.co.jp  松原：matsubara.nobuyuki@jri.co.jp 
        
４．御回答期限： 
調査票Ａ、調査票Ｂ ⇒ 平成20年12月1日（月） 到着 
調査票Ｃ      ⇒ 平成20年12月15日（月） 到着 
 
５．結果の公表： 






















株式会社日本総合研究所 総合研究部門  
担当：大川、望月、野中、松原  
電話：03-3288-5071 または 03-3288-4526 
E-mail：okawa.riichiro@jri.co.jp または matsubara.nobuyuki@jri.co.jp 
 
＜その他、第 3 期科学技術基本計画フォローアップ調査について＞ 
































































① 共同研究件数・特許出願件数の経年変化（5 ヵ年：2003～2007 年度） 













図 理系研究本務者11 人あたりの共同研究件数・特許出願件数の経年変化 
（2003～2007 年度の 5 ヵ年推移：国立大学「理工系中心大学」、「中規模病院有大学」グループ） 
 
文部科学省「国立大学法人の分類」2における「理工系中心大学」のグループ 




















数は、多くの大学で 2006 年度がピークとなっており、2007 年度の出願件数は減少しています。そ
の時点で特許出願に対して何らかの戦略や状況の変化があったものと推察されます。 








系中心大学 ④医科大学 ⑤教育大学 ⑥大学院大学 ⑦中規模病院有大学 ⑧中規模病院無
大学 の 8 グループに分類されています（参考：文部科学省 高等教育局 高等教育企画
課、国立大学法人評価委員会 国立大学法人分科会 業務及び財務等審議専門部会(第４

























































































































図 理系研究本務者数 1 人あたりの共同研究受入額に対する特許登録数・ライセンス実施数
の関係 


































































































































































































【１－１】 貴大学等の産学連携活動*・知財活動で 5 年前（2003 年）に重視していた活動、現
在重視している活動についてお訊ねします。 
①知財、②共同研究・受託研究、③ベンチャー創出・支援、④教育・研究・その他の分野別に、











6. 保有している知財のライセンスや売却に向けた活動  
7. 企業等との共同出願 
8. 海外への出願 




10.その他（                          ） 
5 年前（2003 年）に重視していた活動 
１位（       ）２位（       ）３位（       ） 
現在重視している活動 










5. 産学のニーズとシーズのマッチング活動  
6. 共同研究・受託研究契約の明確化、契約業務の簡素化、迅速化 
7. 共同研究相手先の選定（例：地域企業、海外企業との連携強化等） 











10.その他（                          ） 
5 年前（2003 年）に重視していた活動 
１位（       ）２位（       ）３位（       ） 
現在重視している活動 



























10. その他（                          ） 
5 年前（2003 年）に重視していた活動 
１位（       ）２位（       ）３位（       ） 
現在重視している活動 
























11.その他（                          ） 
5 年前（2003 年）に重視していた活動 
１位（       ）２位（       ）３位（       ） 
現在重視している活動 


































































貴大学等内の担当部署（                           ） 
外部の関連組織（                              ）  
(B)貴大学等内の産学連携・知財を担当する部署の人数構成  
a．全体のうち、専任         （     ）名  
専任のうち、民間からの登用   （      ）名 全体人数 （a + b） 
（        ）名  
b．全体のうち、他の部署との併任  （     ）名  
(C)産学連携・知財を担当する部署の雇用形態と担当業務 
【担当業務（雇用形態別に各人の担当業務を選択してください）】 
①知財専門業務（弁理士等） ②渉外・コーディネート業務    ③契約・法務 
④広報・窓口    ⑤全体総括   ⑥ベンチャー支援    ⑦その他  
記入例 
雇用形態 担当業務 
うち任期付（ ３ ）名 1 名×①、2 名×①・② 1.専任のうち民間登用 






うち任期付（    ）名  
 1.専任のうち民間登用 
うち任期なし（   ）名  
 
うち任期付（    ）名  
 2.その他専任（1.以外）  
うち任期なし（   ）名  
 
うち任期付（    ）名  
 3.他の部署との併任 






【１－５】 貴大学等で 5 年前（2003 年）に比べ特に増員している業務、今後増員していきたいと考
える業務はどの業務ですか。該当する番号を１つ選択し、○をつけてください。 
①知財専門業務（弁理士等） ②渉外・コーディネート業務    ③契約・法務 
④広報・窓口    ⑤全体総括   ⑥ベンチャー支援    ⑦その他  
 
5 年前（2003 年）に比べ特に増員している業務（       ） 












7.その他（                                 ）  
 





























4 年前（2004 年）と比較してどの様に変わっていますか。 
選択肢を設けている場合は、最も該当する番号 1 つに○をつけて下さい。 
（ ％）欄には、およその数値を記入してください。 
①発明の届出数 4 年前（2004 年）と比べて現在は 
（ 1.増加している  2.変化なし  3.減少している ） 
4 年前（2004 年）と比べて現在は発明届出数に対して特許出願数を 
1.絞り込むようになった  
2.変化なし  





4 年前（2004 年） 現在 
②発明評価委員
会 に よる 出 願 の
絞込み 
発明届出のうち、（   ％）を出願 発明届出のうち、（   ％）の出願
を目処 
4 年前（2004 年）（1 つに○） 現在（1 つに○） 









5. TLO および関連財団 
6. その他（         ） 





5. TLO および関連財団 
6. その他（         ） 





（負 担 割 合 の最
も多い者） 





6. その他（        ） 





6. その他（        ） 





（負 担 割 合 の最
も多い者） 




5. 知財部門の経費  
6. その他 










貴大学等では 4 年前（2004 年）に比べて保有する特許の情報を企業に示すなどして、新たな共









貴大学等では 4 年前（2004 年）に比べて特許出願数に対して審査請求数を絞り込むようになっ

















【２－５】 貴大学等の知財活動を進めていくにあたり、定量的な目標があれば 4 年前（2004 年）
と現在の目標をご記入ください（自由記述）。 
 

















先、および今後最も重視したいと考える相手先を 1 つずつ選択し、番号を記入してください。 
 
1. 大企業（従業員 301 人以上） 
2. 中小企業（従業員 51 人以上 300 人以下） 
3. 小規模・ベンチャー企業（従業員 50 人以下） 
4. 海外企業・機関 
5. 公的機関 
6. その他(                                  ) 
 
現状で最も重視している相手先  （     ） 






















1.地域企業との共同研究 １ ２ ３ ４ ５ ６ 
2. 複数機関参加のコンソ
ーシアム型の共同研究 １ ２ ３ ４ ５ ６ 





































1. 特許出願や管理      
2. 企業ニーズの把握    
3. 新たな共同研究先の開拓 
4. 研究の進捗管理（マネージメント）   
5. 研究成果の評価 
6. 貴大学等における研究領域の拡大 
7. 保有している知財のライセンス活動  
8. 大学等が保有する知財の広報 
9. 企業等との共同出願 




1 位（       ）  2 位（        ）  3 位（       ） 
 
今後活かしていきたい活動（すべての方ご回答ください） 



















































































































































































































































大川：okawa.riichiro@jri.co.jp  松原：matsubara.nobuyuki@jri.co.jp 
        
４．御回答期限： 


























株式会社日本総合研究所 総合研究部門  
担当：大川、望月、野中、松原  
電話：03-3288-5071 または 03-3288-4526 
E-mail：okawa.riichiro@jri.co.jp または matsubara.nobuyuki@jri.co.jp 
 
＜その他、第 3 期科学技術基本計画フォローアップ調査について＞ 
文部科学省 科学技術政策研究所 第３調査研究グループ  
担当：川畑、小倉 
電話：03-3581-2419  












































































年齢          歳 
E-mail   
TEL  
専門分野（科学技術基本計画の
















企業での勤務経験 あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
他大学、他の公的研究機関での
勤務経験 あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 職歴 
海外での勤務・研究経験 
(留学含む) あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
論文数(査読付) 報（2003～07 年度分累積） 
発明者となっている特許の出願件
数 件（2003～07 年度分累積） 






企業との共同研究件数 件（2003～07 年度分累積） 
民間企業からの共同・受託研究費
の総額 
Ａ：500 万円未満       Ｂ：500 万～1,000 万円未満  
Ｃ：1,000 万～3,000 万円未満 Ｄ：3,000 万～5,000 万円未満  
Ｅ：5,000 万～1 億円未満    Ｆ：1 億円以上 
（2003～07 年度分累積額として該当するものひとつに○）     
企業から派遣されている研究員の
人数 
          人（2008 年 10 月 1 日現在） 





あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記より兼業先の種類について該当するものに○をつけ
てください 







あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
ベンチャー企業名（                  ） 
役職（                        ） 
貴大学等での産学連携や知財、ベンチ
ャー支援に関連する部門での業務経験 
あり ／ なし （該当する方に○をつけてください） 
ありの場合、下記にも記入してください 
在職期間（西暦    年  月～西暦     年  月） 

















10. （産学連携活動に触発されたことによる）ご自身の専門領域の研究の進展  
11. 外部からの研究人材の受け入れ 
12. その他（        ） 
 







































13. その他（       ） 
 








5. その他（       ） 
 
【３－３】これまでの産学連携活動のきっかけとなった場や活動はどのようなものが中心






























































13. その他（                               ） 
 




ら順に 3 つまで選び、該当する番号を記入してください。 
また、選択項目にない場合は「その他」の欄に記入してください。 
1 位（     ）    2 位（      ）     3 位（      ） 



































する番号 1 つに○を付けてください。 











1. 大企業（従業員数 301 人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51 人以上 300 人以下） 





8. その他（       ） 
 












1. 大企業（従業員数 301 人以上） 
2. 中小企業（従業員数 51 人以上 300 人以下） 
3. 小規模企業（従業員数 50 人以下） 
4. 大学・政府系研究機関発ベンチャー 
5. 大学・政府系研究機関 
6. その他（    ） 
 






















6. （産学連携活動に触発されたことによる）ご自身の専門領域の研究の進展  
7. プロジェクトマネジメント能力の向上  
8. 研究室の活性化（学生に対する教育的な効果など） 
9. 学生の就職先の確保 
10. その他（                        ） 
 

































6. 研究者自身のモチベーションの維持  
7. ご自身のアカデミックな研究と産学連携活動とのバランス 
8. 連携先企業の技術力・知識の活用 





14. その他（       ） 
 















































・ 本調査で御伺いする専門分野は、第 3 期科学技術基本計画の重点推進 4 分野及び推進 4
分野に対応しています。 
・ 下記の表を参考にご自身の専門分野に該当すると思うものをすべて選択してください。 































































































おり、具体例については平成 18 年度科学技術白書「第 2 章 科学技術の戦略的重点化」を元に作成し











北海道大学 知財・産学連携本部  
 









名古屋工業大学  産学官連携センター 知財活用部門及び企画・管理部門 
 
大阪大学 産学連携推進本部 知的財産部及び総合企画部 
       研究推進部 産学連携課  
 

























北海道大学大学院 情報科学研究科 メディアネットワーク専攻 教授 長谷山 美紀 氏 
北海道大学大学院 情報科学研究科 システム情報科学専攻 教授 金子 俊一 氏 
岩手大学 農学部 農学生命課程（応用昆虫学） 教授 鈴木 幸一 氏  
岩手大学大学院 工学研究科 フロンティア材料機能工学専攻 教授 馬場 守 氏 
筑波大学 システム情報工学研究科 教授 油田 信一 氏 
群馬大学大学院 工学研究科 環境プロセス工学専攻 教授 尾崎 純一 氏 
群馬大学大学院 工学研究科 生産システム工学専攻 教授 黒田 真一 氏 
東京農工大学 大学院連合農学研究科応用生命科学専攻 教授 千葉 一裕 氏 
東京農工大学大学院 情報工学専攻 教授 中川 正樹 氏 
東京医科歯科大学 生体材料工学研究所 生体システム分野 教授 高谷 節雄 氏 
静岡大学 工学部 システム工学科 教授 海老澤 嘉伸 氏 
静岡大学 電子工学研究所 ナノビジョン研究推進センター 助教 中村 篤志 氏 
名古屋工業大学 大学院工学研究科 おもひ領域 創成シミュレーション工学専攻 教授  
岩田彰 氏 
名古屋工業大学 大学院工学研究科 つくり領域 極微デバイス機能システム研究センター  
教授 江川 孝志 氏 
大阪大学 産業科学研究所 生体触媒科学研究分野 准教授 黒田 俊一 氏 
大阪大学 微生物病研究所 感染症 DNA チップ開発センター長 教授 野島 博 氏 
九州大学 未来化学創造センター 光機能材料部門 教授 安達 千波矢 氏 
九州大学大学院 農学研究院 生物機能科学部門 准教授 松井 利郎 氏 
慶應義塾大学 理工学部 機械工学科 教授 植田 利久 氏 
慶應義塾大学 総合政策学部 教授 國領 二郎 氏 
立命館大学 情報理工学部 知能情報学科 教授 篠田 博之 氏 
立命館大学 理工学部 ロボティクス学科 教授 牧川 方昭 氏 
理化学研究所 基幹研究所 大森素形材工学研究室 専任研究員 片平 和俊 氏 










会議を 3 回開催し、総合科学技術会議からは第 1 回委員会及び第 2 回委員会は薬師寺泰蔵




榊原 清則 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
 
（顧問） 
薬師寺 泰蔵 慶應義塾大学 法学部 教授 （2009 年 2 月より） 
 
（委員） 
大野 英雄 （財）高輝度光科学研究センター 専務理事 
小笠原 敦 （独）産業技術総合研究所 イノベーション推進室 総括主幹 
         （兼）ナノ電子デバイス研究センター 主任研究員 
下田 隆二 東京工業大学 統合研究院 教授 
松原  宏 東京大学大学院 総合文化研究科 教授 
渡辺  孝 芝浦工業大学 工学マネジメント研究科 教授 
 

























長野 裕子 第 3 調査研究グループ 総括上席研究官 
（主担当） 
川畑 弘 第 3 調査研究グループ 上席研究官 
小倉 都 第 3 調査研究グループ 研究官 
（協力） 
遠藤 達弥 第 3 調査研究グループ 客員研究官 
 
株式会社日本総合研究所 
大川 理一郎  主任研究員 
望月 弘樹  主任研究員 
松原 伸幸  研究員 
野中 一宏  研究員 
井関 貴資           主任研究員 
 
 


































Analysis of the Inno�ation Syste�s  Part � 
 Industry�Acade�ia��o�ern�ent Colla�oration and Patent Manage�ent 
 
National Institute of Science and Technology Policy (NISTEP) 
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東京都千代田区霞ヶ関 3-2-2 中央合同庁舎第 7 号館 東館 16 階 
TEL：03-3581-2419 FAX：03-3503-3996 E-mail：3pg@nistep.go.jp 
 
